業者の皆様へ
■契約保証について

契約金額が２５０万円を超える場合、契約を締結するに当たって、契約金額の１０分の１の額の契約保証が必要となります。入札に参加される方は、あらかじめ落札した場合の契約保証の種類を決めておいてください。
　　[契約保証の種類]

　　　　●現金
　　　　●国債
　　　　●金融機関による保証
　　　　●西日本建設業保証㈱による保証

　　　　●公共工事履行保証証券（履行ボンド）
●公共工事履行保証保険
■契約時の注意点
落札決定の日から７日後が契約日となりますので、７日以内に契約書を担当課に提出してください。ただし、契約保証が免除された場合にあっては、落札決定の日の翌翌日（土日祝日及び年末年始を除く）が契約日となります。
■契約時の必要書類（担当課へ提出）
・工事の場合

①契約書　２部

②契約保証（免除された場合を除く）
③建退共掛金収納書
④法定外労災加入証明書の写し

⑤リサイクル関係様式（リサイクル対象工事の場合）
⑥課税（または免税）事業者届
⑦債権者登録依頼書兼口座振替依頼書

・工事以外の契約の場合

①契約書　２部

②契約保証（免除された場合を除く）

　　③課税（または免税）事業者届
　　④債権者登録依頼書兼口座振替依頼書

■契約後の必要書類（担当課へ提出）
・工事の場合

①　着手届

②　現場代理人及び主任技術者届
③　経歴書
④　工事内訳書
⑤　工事総合工程表（計画・実施）
⑥　工事中標識設置届

⑦　工事材料検査願
⑧　出来形検査願
⑨　破壊検査箇所復築完了届

⑩　工事（一部）完成通知書[しゅん工届]
⑪　完了報告書
⑫　請求書
・業務委託の場合

①　業務着手届

②－１　管理技術者及び照査技術者通知（公共工事関係業務委託）
②－２　現場技術員及び管理技術者通知（現場技術業務委託）
②－３　管理技術者通知（公共建築設計業務委託）
③　経歴書
④　業務委託総合工程表（計画・実績）
⑤　業務完了届
⑥　完了報告書
⑦　請求書
※上記以外にも必要な書類がある際には、担当課の指示により提出していただく場合があります。
■公共工事の前払い金について
　西日本保証事業㈱の行う前払い金の保証書を提出した場合、前払い金を請求することができ、その範囲及び割合は下記のとおりです。
	対象となる工事・業務委託
	前払い金の割合

	２５０万円を超える工事
	請負代金の１０分の４以内

	２５０万円を超える業務委託
	請負代金の１０分の３以内


工事・業務委託ともに契約金額が２５０万円以下の場合には前払い金は請求できません。

